
第３２号議案 

   足立区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和７年２月２０日 

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生 

 

   足立区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例 

 足立区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例（平成２６年足立区条例第５５号）の一部を次のように

改正する。 

 題名中「特定地域型保育事業」の次に「並びに特定子ども・子育て支

援施設等」を加える。 

目次中「第４章 事務の委任（第５３条）」 を 
「第４章 特定子ども 

 第５章 雑則（第６２ 

・子育て支援施設等の運営に関する基準（第５３条―第６１条） 
に改 

条・第６３条）                      」 

める。 

 第１２条の見出し中「特定教育」を「教育」に改める。 

 第３６条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設

（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあ

るのは「特定教育・保育施設（特別利用教育を提供している施設に限る。

以下この項において同じ。）」と、」を加える。 

 第４２条第１項中「この項」の次に「から第３項まで」を加え、同条

第４項を同条第６項とし、同条第３項を同条第５項とし、同条第２項を

同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。 

２ 区長は、次のいずれかに該当するときは、前項第３号の規定を適用



しないこととすることができる。 

（１） 区長が、児童福祉法第２４条第３項（同法第７３条第１項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による調整を

行うに当たって、特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提

供を受けていた満３歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置

その他の特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供の終了

に際して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育・保育が提供される

よう必要な措置を講じているとき。 

（２） 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係

る連携施設の確保が著しく困難であると認めるとき（前号に該当す

る場合を除く。）。 

３ 前項（同項第２号に係る部分に限る。）の場合において、特定地域

型保育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち次

に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）であって、区

長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を

行う施設又は事業者として適切に確保しなければならない。 

（１） 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設

置する施設（児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的

とするものに限る。） 

（２） 児童福祉法第６条の３第１２項の規定する業務又は同法第３

９条第１項に規定する業務を目的とする施設であって、同法第６条

の３第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を

行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けているも

の 

「第４章 事務の委任」を「第４章 雑則」に改める。 

 第５３条を第６３条とし、第４章中同条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 



第６２条 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業者又は特定子ども

・子育て支援提供者（以下この条において「特定教育・保育施設等」

という。）は、記録、作成、保存その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することが

できる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）により行うことが規定されているものについては、当該書

面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

以下この条において同じ。）により行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は

提出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合

には、当該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところに

より、教育・保育給付認定保護者又は施設等利用給付認定保護者（以

下この条において「教育・保育給付認定保護者等」という。）の承諾

を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事

項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の使用に

係る電子計算機と、教育・保育給付認定保護者等の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この

条において同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」

という。）により提供することができる。この場合において、当該特

定教育・保育施設等は、当該書面等を交付し、又は提出したものとみ

なす。 

（１） 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるも

  の 

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給



付認定保護者等の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回

線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルに記録する方法 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育

給付認定保護者等の閲覧に供し、教育・保育給付認定保護者等の

使用に係る電子計算機に備えられた当該教育・保育給付認定保護

者等のファイルに当該記載事項を記録する方法（電磁的方法によ

る提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっ

ては、特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルにその旨を記録する方法） 

（２） 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）をも

って調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者等がファイル

への記録を出力することによる文書を作成することができるものでな

ければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しよ

うとするときは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給

付認定保護者等に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び

内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

（１） 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使

用するもの 

（２） ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・

保育給付認定保護者等から文書又は電磁的方法により、電磁的方法に

よる提供を受けない旨の申出があったときは、当該教育・保育給付認

定保護者等に対し、第２項に規定する記載事項の提供を電磁的方法に

よってしてはならない。ただし、当該教育・保育給付認定保護者等が



再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による

同意の取得について準用する。この場合において、第２項中「書面等

の交付又は提出」とあり、及び「書面等に記載すべき事項（以下この

条において「記載事項」という。）」とあるのは「書面等による同意」

と、「第４項」とあるのは「第６項において準用する第４項」と、「提

供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交付し、又は提出した」

とあるのは「書面等による同意を得た」と、「記載事項」とあるのは

「同意に関する事項」と、「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」

と、「受けない」とあるのは「行わない」と、「交付する」とあるの

は「得る」と、第３項中「前項各号」とあるのは「第６項において準

用する前項各号」と、第４項中「第２項」とあるのは「第６項におい

て準用する第２項」と、「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意

を得よう」と、「記載事項を提供する」とあるのは「同意を得ようと

する」と、同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第６項において

準用する第２項各号」と、第５項中「前項」とあるのは「第６項にお

いて準用する前項」と、「提供を受けない」とあるのは「同意を行わ

ない」と、「第２項に規定する記載事項の提供」とあるのは「この条

例の規定による書面等による同意の取得」と読み替えるものとする。 

 第４章を第５章とする。 

 第３章の次に次の１章を加える。 

   第４章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準 

（趣旨） 

第５３条 法第５８条の４第２項の内閣府令で定める特定子ども・子育

て支援施設等（法第３０条の１１第１項に規定する特定子ども・子育

て支援施設等をいう。）の運営に関する基準は、この章に定めるとこ

ろによる。 

（教育・保育その他の子ども・子育て支援の提供の記録） 



第５４条 特定子ども・子育て支援提供者（法第３０条の１１第３項に

規定する特定子ども・子育て支援提供者をいう。以下同じ。）は、特

定子ども・子育て支援（同条第１項に規定する特定子ども・子育て支

援をいう。以下同じ。）を提供した際は、提供した日及び時間帯、当

該特定子ども・子育て支援の具体的な内容その他必要な事項を記録し

なければならない。 

（利用料及び特定費用の額の受領） 

第５５条 特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援

を提供したときは、施設等利用給付認定保護者（法第３０条の５第３

項に規定する施設等利用給付認定保護者をいう。以下同じ。）から、

その者との間に締結した契約により定められた特定子ども・子育て支

援の提供の対価（子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府

令第４４号）第２８条の１６に規定する費用（以下「特定費用」とい

う。）に係るものを除く。以下「利用料」という。）の額の支払を受

けるものとする。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、前項の規定により支払を受ける

額のほか、特定費用の額の支払を施設等利用給付認定保護者から受け

ることができる。この場合において、特定子ども・子育て支援提供者

は、あらかじめ、当該支払を求める金銭の使途及び額並びに理由につ

いて書面により明らかにするとともに、施設等利用給付認定保護者に

対して説明を行い、同意を得なければならない。 

（領収証及び特定子ども・子育て支援提供証明書の交付） 

第５６条 特定子ども・子育て支援提供者は、前条の規定による費用の

支払を受ける際、当該支払をした施設等利用給付認定保護者に対し、

領収証を交付しなければならない。この場合において、当該領収証は、

利用料の額と特定費用の額とを区分して記載しなければならない。た

だし、前条第２項に規定する費用の支払のみを受ける場合は、この限

りでない。 



２ 前項の場合において、特定子ども・子育て支援提供者は、当該支払

をした施設等利用給付認定保護者に対し、当該支払に係る特定子ども

・子育て支援を提供した日及び時間帯、当該特定子ども・子育て支援

の内容、費用の額その他施設等利用費の支給に必要な事項を記載した

特定子ども・子育て支援提供証明書を交付しなければならない。 

（法定代理受領の場合の読替え） 

第５７条 特定子ども・子育て支援提供者が法第３０条の１１第３項の

規定により市町村から特定子ども・子育て支援に係る施設等利用費の

支払を受ける場合における前２条の規定の適用については、第５５条

第１項中「額」とあるのは「額から法第３０条の１１第３項の規定に

より市町村から支払を受けた施設等利用費の額を控除して得た額」と、

前条第１項中「利用料の額」とあるのは「利用料の額から法第３０条

の１１第３項の規定により市町村から支払を受けた施設等利用費の額

を控除して得た額」と、前条第２項中「前項の場合において、」とあ

るのは「法第３０条の１１第３項の規定により市町村から特定子ども

・子育て支援に係る施設等利用費の支払を受ける」と、「当該支払を

した」とあるのは「当該市町村及び当該」と、「交付しなければなら

ない。」とあるのは「交付し、及び当該施設等利用給付認定保護者に

対し、当該施設等利用給付認定保護者に係る施設等利用費の額を通知

しなければならない。ただし、当該特定子ども・子育て支援が、特定

子ども・子育て支援施設等である認定こども園、幼稚園若しくは特別

支援学校又は法第７条第１０項第５号に掲げる事業において提供され

るものである場合には、当該市町村及び当該施設等利用給付認定保護

者に対し、特定子ども・子育て支援提供証明書を交付することを要し

ない。」とする。 

（施設等利用給付認定保護者に関する市町村への通知） 

第５８条 特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援

を受けている施設等利用給付認定子ども（法第３０条の８第１項に規



定する施設等利用給付認定子どもをいう。以下同じ。）に係る施設等

利用給付認定保護者が偽りその他不正な行為によって施設等利用費の

支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付してそ

の旨を当該支給に係る市町村に通知しなければならない。 

（施設等利用給付認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第５９条 特定子ども・子育て支援提供者は、施設等利用給付認定子ど

もの国籍、信条、社会的身分又は特定子ども・子育て支援の提供に要

する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならな

い。 

（秘密保持等） 

第６０条 特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所の職員及

び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た施設等利用給付

認定子ども又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、職員であった者が、正当な理由

がなく、その業務上知り得た施設等利用給付認定子ども又はその家族

の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならな

い。 

３ 特定子ども・子育て支援提供者は、小学校、他の特定子ども・子育

て支援提供者その他の機関に対して、施設等利用給付認定子どもに関

する情報を提供する際には、あらかじめ文書により当該施設等利用給

付認定子どもに係る施設等利用給付認定保護者の同意を得ておかなけ

ればならない。 

（記録の整備） 

第６１条 特定子ども・子育て支援提供者は、職員、設備及び会計に関

する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、第５４条の規定による特定子ど

も・子育て支援の提供の記録及び第５８条の規定による市町村への通

知に係る記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければなら



ない。 

   付  則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営に関する基準の改正に伴い、規定を整備する必要が

あるので、この条例案を提出いたします。 


